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研究成果の概要（和文）：本研究では，小売業，飲食店および個人サービス業を生活基盤を支え

る施設として位置づけ，それを空間的公平性の観点から整備する政策を日本に提言するために，

その先進的政策を実施しているイギリスの都市を事例として，政策の概要とその問題点を実態

調査により解明した。イギリスのカーディフ市とダドリィ市では生活基盤施設の整備を進めて

いるが，同時に都市の競争性を高めるための巨大開発を優先していた。 

 
研究成果の概要（英文）：This study aims to examine the pattern of facilities providing basic 

goods and services and urban policies in Cardiff and Dudley cities in UK in order to present 

effective urban policy to Japanese Government.  Cities in UK have effective 

neighbourhood regeneration policies but they would like to develop the out-of-centre 

flagship projects in order to make them the competitive cities.  
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１．研究開始当初の背景 

  小売店，飲食店，個人サービス施設を，生
活基盤を支える施設として位置づけ，それを
空間的公平性の観点から地方自治体が整備
する必要性がある。イギリスでは，日本の小
売商業地に相当するセンターを保護する政
策を行っているが，それはサスティナブルな
開発を守るためと，上記のような生活基盤施
設の空間的公平性を確保するためである。 

２．研究の目的 

  イギリス，カーディフ市とダドリィ市を事
例として，生活基盤施設を支える施設の整備
に関する政策を調査して，その概要とそれが
どのような問題点を抱えているかを解明す
ることを目的とする。 

 

３．研究の方法 

  イギリスの都市の政策をウェブサイトと
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行政担当者とのインタビューにより明らか
にして，次いで土地利用調査により，その実
態を調査することにより問題点を指摘する。 
 
４．研究成果 
(1)カーディフ市のインナーシティにおける
生活基盤施設の政策と実体調査により，以下
のことが判明した。 

図 1  Mermaid Quay ディストリクトセンター
周辺の土地利用 
 
  カーディフ市のインナーシティにおける
センターを含むすべての小売店・個人サービ
ス施設の分布を検討した。インナーシティに
おけるそれらの施設の 1/4弱がセンター外に
立地している。すなわち、イギリスの都市の
インナーシティでは、センター外に多数の小
売店・飲食店・個人サービス施設が実際には
立地しているのである。開発計画は飲食店を
センターに集中する方針を示していたが、パ
ブなどの飲食店とフィッシュアンドチップ
スなどのホットテイクアウト店は住居地域
に広く散在している。それらと住宅地に散在
する飲食料品店は、周辺住民の日常的な買物
とサービスを提供する重要な核となってい
るといえよう。 
  次に、空き店舗率はセンター階層が低下す
るに従って高くなる。しかし、ローカルプラ
ンにおいてセンターから除外されている近
隣センターの空き店舗率は低い。 
  センターと近隣センターの順位と規模を
検討した結果、中心商業地の店舗数が最も多
く、次いでディストリクトセンターの順にな
る。しかし、ローカルセンターと近隣センタ
ーとの間には規模的にそれほど差がなく、大

規模な近隣センターは小規模なローカルセ
ンターを上回る規模を持つ。このことは、セ
ンターの設定は純粋に規模ではなく、周辺住
民の重要との関係でしていることを示唆す
るものであろう。クリスタラー的な中心地階
層が現実にもセンターの指定に適用されて
いることを示唆するものである。 
  さらに、2009年ローカル開発計画案で新規
センターに提案された小売商業地の範囲は、
店舗の連続性をある程度無視して設定され
ている。すなわち、実際には隣接している小
売店・個人サービス施設の間に新たなセンタ
ーの境界が設定されているのである。この点
で、センターの設定の仕方は、実際の店舗の
連続性を考慮しているとは言い難い。 

図 2国際スポーツ村の計画図 
 
(2)カーディフ市が臨海地域における国際ス
ポーツ村の都市再生計画において，センター
外大型店に開発許可を与えた経緯を調査し
た結果，以下のことが分かった。 
  国際スポーツ村の開発許可の審査の際に、
カーディフ市は開発許可を与えるための必
須条件をどれも満たしていないことを認め
ている。すなわち、都市計画図のゾーニング
指定と当該申請とが整合せず、必要性の評価、
連続的アプローチの評価、既存のセンターに
対する影響評価のどれも不十分とみなされ
た。しかも、申請された大型店で販売される
商品は、スポーツ施設とは直接関係ない玩具
販売の大型店とスーパーストアである。それ
でも、カーディフ市はスポーツ施設の立地に
よる都市再生の利益を重視し、スポーツ施設
建設のために大型店の資金が不可欠である
ことを認めた。それを認めると、スポーツ施
設と大型店の双方がともに立地できる適地
は申請地以外には考えられないと判断され、
都市インフラストラクチャの負担、販売商品
の制限および店舗分割規制を条件として開
業を許可した。これらのことは、センター外
小売店の審査において、既存のセンターに対
する負の影響より、それらが持つ都市再生の
利益と、それらが都市インフラストラクチャ
に貢献する利益を重視したといえよう。 
  このように、センター外大型店の開発の利



益を考慮すると、買物機会の公平性とサステ
ィナブルな開発の原理に基づき開発を地方
自治体が主導しているイギリスの都市でも、
既存のセンターを維持し、センター外大型店
の開発を制限することは難しい。最後に、イ
ギリスと比較して、日本の大型店規制の問題
を簡単に触れたい。日本の都市計画法と建築
基準法では、開発できる建物と土地利用に関
して、最低限守るべき限度を示しているにす
ぎず、用途地域で設定した商業地域と近隣商
業地域以外にも、コンビニエンスストア以上
の規模の小売店が立地できる用途地域は多
い。そのため、商業地域はともかく、イギリ
スのディストリクト・ローカルセンターに相
当する位置づけのはずの近隣商業地域は、商
業集積地として他の用途地域から特に区別
する地位にないといえる。そのため、イギリ
スのセンター外大型店の計画許可の際に審
査される連続的アプローチを、日本で適用す
ることは不可能に近い。 
  日本では大規模小売店舗法において、既存
の中小小売店に対する影響評価がなされて
いたが、大規模小売店舗立地法ではそのよう
な評価はなされていない。また、都市計画法
では小売店間の競争を抑制する土地利用規
制が禁止されており、需給調整的な大型店規
制と既存の小売店を保護することを目的と
していない。そのため、まちづくり三法とし
て一括されているが、中心市街地の商店街の
衰退を理由として、中心市街地以外の場所に
おける大型店の開発を禁止することはでき
ない。 
 
(3)ダドリィ市がセンター外大型ショッピン
グセンターを新たに中心市街地とした経緯
を解明した結果，下記のことが分かった。 
  イギリスは小売店の社会的役割を重視し
て、中心市街地を頂点とする小売商業地（セ
ンター）の階層構造を維持し、センター以外
の場所での大型店の立地が厳しく規制して
いると日本では紹介されている。しかし、そ
のイギリスでも、地方自治体が大型店の経済
的利益を重視して、センター外立地に開発す
ることと、既存のセンター外大型店を拡大す
ることに積極的に取り組む例がある。バーミ
ンガム大都市圏郊外都市、ダドリィ市におけ
るセンター外立地のメリーヒル広域ショッ
ピングセンター拡大計画は、一度は近隣地方
自治体と中央政府により阻止された。しかし、
その後ダドリィ市はメリーヒル広域ショッ
ピングセンターと近隣のブライアリーヒル
ハイストリートディストリクトセンターを
含めた範囲を、当該市のセンター階層構造の
頂点である中心市街地と位置づけることに
成功した。一方、ダドリィ市の伝統的中心市
街地は、中心市街地としての地位から外され
た。イギリスでは地方自治体に対する国家の

財政的支援の低下にともない、都市間競争が
激化し、民間企業の資金を活用する不動産主
導開発と呼称されるパートナーシップが盛
んになった。ダドリィ市はその伝統的中心市
街地の地位を維持するのではなく、大型店を
主体とする一帯を新たな中心市街地とする
ことにより、大型店の経済的利益を得る工夫
をしたとみなせる。また、大型店をセンター
の階層構造に組み込むことにより、ダドリィ
市の主導により大型店の整備を行うことを
可能にした。 
  だが、新たに中心市街地とされたエリアの
主体はもともと農地と工業用地である。ダド
リィ市の伝統的中心市街地は別にあり、いま
でもそこに市役所などの公共施設や歴史的
遺産がある。また、新たに中心商業地と認定
された範囲は、計画的ショッピングセンター
である。ダドリィ市の新たな中心商業地の整
備は、ショッピングセンターを所有する企業
の資金が期待できるパートナーシップで行
えるが、その企業の意向を反映するものとな
るだろう。しかし、新たな中心市街地内にあ
る既存のディストリクトセンターと、中心商
業地であるショッピングセンター、オフィス
街であるウォーターフロントの間を結ぶ歩
道は貧弱で、徒歩で容易にアクセスできる環
境ではない。さらに、新たな中心市街地で利
用できる公共交通機関は、現在のところバス
しかなく(12)、駐車料金も無料のままである。
ダドリィ市は新旧の中心市街地が共存でき
ることを主張するが、現在、ダドリィタウン
センターは中規模のセンターとしてはイン
グランド最高レベルの 29.4％の空き店舗率
を示す。 
  なお、イギリスの広域ショッピングセンタ
ーの中には、シェフィールド市のメドウホー
ルセンターのように、鉄道・トラムなど複数
の公共交通機関によるアクセスが良好なも
のも多い 28)。広域ショッピングセンターが
中心市街地と同様の役割を有するかどうか、
イギリスでも議論がある(14)。 
  日本でも、大型店を立地させるために、都
市計画区域を変更する事例は多い。新たに立
地した大型店の中には、当該都市の中心市街
地を凌駕する強大な顧客吸引力を有するも
のもある。現在のところ、それらを新たな中
心市街地とする例はないだろうが、それらと
中心市街地との共存に悩む地方自治体は多
いだろう。また、郊外立地大型店が、近隣市
町村の中心市街地に打撃を与える例もある。
市町村を超える広域的な観点から小売店の
立地配置を規制するためにも、ダドリィ市の
事例は日本の参考となろう。 
  なお、イギリスとは異なり、日本では都市
計画区域の変更と大規模小売店舗立地法の
審査において、既存の小売商業地に対する影
響は評価していない。既存の中小小売店に対



する影響ではなく、買物機会の公平性を保証
するために維持するべき小売商業地とそう
でないものとを区別して、前者に対する影響
を審査してもいいのではないか。食料砂漠問
題に対処するためにも、既存の中小小売店を
保護するのではなく、消費者にとって必要な
場所に適切な種類・規模の小売店を配置する
政策が必要と思われる。 
 
(4)以上の結果，イギリスの生活基盤施設の
政策の特徴を以下のようにまとめることが
できる。 
  日本は 1990 年代後半以降都市政策の枠組
みで大型店の立地を規制し、中心市街地を活
性化する方針を強めた。しかし、中心市街地
活性化に成功した例は少ないといわれる。イ
ギリスは日本の中心市街地に相当するシテ
ィセンターの活性化に成功した国として日
本では評価されている。日本と異なり、イギ
リスでは、都市政策の枠組みで小売店の立地
が規制されており、特定の大型店だけを規制
する特別の政策を設定していない。 
  イギリスでは、日本の市町村に相当する基
礎自治体が作成する開発計画により、将来の
望ましい小売店の立地パターンに関する政
策が示され、その政策に基づき、基礎自治体
が個々に申請された開発を審査する。開発計
画にそぐわない開発の申請は拒否すること
ができる。それにより、イギリスは基礎自治
体が規定した場所に小売店の開発を限定し
て、その都市が望むべき小売店の立地パター
ンを実現することができるのである。また、
日本では中心市街地活性化法により中心市
街地を保護しているが、イギリスでは中心市
街地に相当するシティセンターを含む、セン
ターと呼称される大小の小売商業地からな
るセンター間の階層構造そのものを保護し
ている。それは、イギリスが土地利用計画の
枠組で、買物機会の空間的公平性をめざし、
小売店の適正配置のための制御をしている
ためである。すなわち、買物機会の空間的公
平性を保証するために、既存のセンターの階
層構造を損なう可能性のあるセンター外の
大型店開発が規制される。さらに、1990年代
以降になるとイギリスの土地利用計画はサ
スティナブルな開発の原理に基づくことに
なった。既存のセンター内での開発を優先し
て、市街地の外やセンター外での開発を規制
することは、自家用車でしか行くことができ
ない場所での大型店の開発を規制し、緑地を
保護して既存のインフラストラクチャを有
効利用することになる。1990 年代以降イギリ
スは、土地利用計画の枠組で、買物機会の空
間的公平性と資源の有効利用をめざし、小売
店の適正配置のための制御をしているので
ある。 
  しかし、地理学の研究からは、シティセン

ターの下位階層に位置するディストリクト
センターとローカルセンターが衰退傾向に
あることが指摘された。また、イギリスの都
市のインナーシティにはセンターとして設
定された以外の場所にも小売店が立地して
いるが、その実態はほとんど日本に紹介され
ていない。本研究では、イギリス、ウェール
ズのカーディフ市を事例として、シティセン
ターの外にある周辺商業地の政策と、インナ
ーシティにおける小売店の立地の実態を検
討した。さらに、ディストリクト・ローカル
センターのセンター範囲確定の妥当性を検
討した。結果は以下のとおりである。 
  2005 年の時点でカーディフ市の開発計画
は、カーディフ市の望ましい都市計画の理念
を示した 1997 年改定基本計画と、具体的な
開発場所を規定した 1996 年ローカルプラン
である。改定基本計画とローカルプランでは、
センターを中心商業地と、ディストリクトセ
ンター、ローカルセンターの 3階層に区分し
ている。中心商業地はウェールズ南部全域を
商圏とする広域的ショッピングセンターと
して位置づけられており、中心商業地とディ
ストリクト・ローカルセンターの維持と改善
が目標とされている。一方、センター外の小
売店の開発はそれらセンターの階層構造を
崩さないことが条件とされる。すなわち、改
定基本計画では、センターの階層構造を保護
し、それに悪影響を及ぼす可能性のあるセン
ター外での小売店の開発を規制している。し
かし、工業が衰退して荒廃が進んでいるカー
ディフ港の都市再生に寄与する小売店の開
発は許可される。これは、サスティナブルな
開発の原理に従い、市街地を拡大するのでは
なく、既存の市街地を再生することが好まれ
るからである。 
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